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心に残る日本の思いで Dr.Sara Nerlove Independent
































































































































 連邦政府による基礎研究の推進。  民間部門による応用研究の支援。  規制及び司法システムを通じた科学
と意志決定の統合。  就学前から卒業後にわたる科学教育の改善
４．Dr. Charles Vest（マサチューセッツ工科大学学長）による講演















（１）米国におけるＭＥＰ(Manufacturing Extension Partnership) の実施状況に関する調査


























































   調整機能強化、 政府研究機関の共同戦略計画の策定等を主な柱とする提言がなされた。連邦政府は本提言を受け、分野横断的
調整及び国家的
   重点政策策定のため98年に従来の「科学工学会議」(PMSEC）に代わる科学・工学・技術及び教育・研修に係る首相の最高諮問機
関「科学・工学・
   技術革新会議」(PMSEIC）を設置するとともに、各省庁内部の提言・調整機能強化のため「主任科学官」「科学アドバイザー」
等のハイレベルの
   ポスト設置を進めている。また、連邦政府は複数の政府研究機関に共通する対象分野である海洋科学について、関係各界との協
議を経て総合的
   研究開発計画の策定を行った。
(2)CSIRO、ANSTO、AIMSの３つの連邦政府研究機関は、研究計画の経済・社会ニーズへの適応を図るとともに、積極的な外部資金
の導入を進めており、
   これら３機関の97／98年度の運営経費（総額8.3億ドル）のうち約35％（2.9億ドル）は政府以外の外部資金により賄われてい
る。特に豪国内最大
   の政府研究機関であるCSIROは、97年７月に大規模な機構再編を実施し、従来の計33の研究部門を研究内容・目的の観点か
ら24の部門に整理再編
   することにより、部門間の研究内容の重複排除、管理部門のスリム化による運営の効率化を進めている。
(3)98年の総選挙後に行われた各省庁の所掌事務再編に伴い、連邦政府における科学技術行政の責任省庁である旧産業・科学・観光
省に旧第一次産業・
   エネルギー省（DPIE）のエネルギー行政部門が移管される等により「産業・科学・資源省」(DISR）が発足した。これに伴い、
資源エネルギー関連























































































































・5/31 「Industrial Innovation - How much is too much?」
Dr. Christoph von Braun：Independent Consultant and Researcher
・6/11 「Technology commercialization policy」
Dr. Christopher T. Hill：Vice Provost for Research, Professor
of Public Policy and Technology, George Maison University
○ 主要来訪者一覧
・5/27 Dr. Yuri D. Denisov：Senior Researcher Russian Academy of Sciences Institute of Oriental Studies
・6/10 Mr. Herbert J. Allgeier ：EC:Director-general , Joint Research Centre European Commission
8
○ 海外出張
・5/1-8 桑原４調総括上席研究官 (カナダ)
・5/14-22 前澤１調総括主任研究官（パリ、ブリュッセル）
目次へ
日差しが夏になりました。南の国では一年中夏であり、いつでも同じ花が咲いていますが、日本で
は、四季おりおりに草や木々が思い思いの花を付けてくれるのはうれしいことです。
研究所の情報をtimelyに読者の皆様にお送りするためにはどうしてもdeadlineを厳しくしがちで
す。Deadline とはもともとは囚人が死刑になるかどうかの境界線を指した言葉だそうですが、編
集担当では原稿の締切に使用します。
この時期、本ニュースの原稿締切、昨年の研究活動を報告する研究所年報の原稿締切及び研究の進
捗により、セミナー資料や研究報告書用の原稿等々が重なり、締切に追われがちです。
早めに発行を済ませて、ゆったりと夏休みをとり、次に備えて英気を養いたいものです。
研究所年報（１０年度版）は近く発行されますのでどうぞご期待下さい。（Ｙ）
トップへ
編集後記
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